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協会ロゴマークの由来
協会ロゴマークは、私たちの仕事
である調剤業務に古くより使用さ
れている重要な器具・薬匙（スパー
テル）を基本にあしらい、さらに
日本保険薬局協会の英名 Nippon 
Pharmacy Association の略であ
る NPhA を薬匙の上に広げて重ね、
空を翔ける鳥のようにイメージし
ました。今後、日本保険薬局協会
が大きく羽ばたき成長するよう、
希望を込めて作成されています。
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在宅患者数は
2040年以降にピーク、
薬局は急ぎ在宅医療の
対応強化を

Exclusive Interview

電子処方箋は薬局事業の推進力、
新たな付加価値創出に繋げてほしい

一般社団法人 日本保険薬局協会  会長

三木田 慎也氏

厚生労働省  医薬局長

宮本 直樹氏

特 別 対 談 対談は1月上旬に行われた。
宮本直樹氏（左）と三木田慎也氏
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在宅患者数は
2040年以降にピーク、
薬局は急ぎ在宅医療の
対応強化を
電子処方箋は薬局事業の推進力、
新たな付加価値創出に繋げてほしい

　「2025年までに全ての薬局をかかりつけ薬局へ」とうたった「患者の
ための薬局ビジョン」が公表されてから、10年が経ちました。厚生労
働省医薬局長・宮本直樹氏は、「薬局ビジョン」の達成度は「道半ば」
との認識を示しつつ、在宅患者数がピークを迎える2040年ごろを見据
え、薬局が在宅医療への取り組みを一層強化することで、「薬局ビジョン」
の本質は実現できるとの考えを明らかにしました。
　併せて、医療DXにも言及。薬局が行っている電子処方箋管理サービ
スへの調剤結果の登録によって、電子処方箋が目指した安全かつ効率的
な医療の提供は、かなり実現できていると評価しました。更に、電子処方
箋を活用し、新たな付加価値の創出に繋げてほしいと期待を示しました。

　三木田　「患者のための薬局ビジ
ョン（以下、薬局ビジョン）」が発
表されてから10年が経過しました。
薬局に関わる現在の医薬行政の最重
要課題を、どのように整理されてい
ますでしょうか。
　宮本　規制改革会議等から、薬局
の役割・機能が十分に発揮されてい
ないのではないかという指摘を受け
て、2015年に「薬局ビジョン」が
出されたと承知しています。その中
で提唱されたのは主に、かかりつけ
薬局機能の発揮と、病院前に多数の
薬局が並んでいる状態の解消等を目
指すことでした。その後、「薬局ビ
ジョン」の実現に向けてさまざまな
施策が行われてきましたが、足もと
の達成具合を見れば、いずれの点に
おいても「道半ば」の印象は拭えま
せん。
　言うまでもなくわが国は、高齢化
が更に進んでいきます。昨年の
2025年はまさに、団塊の世代が全
て75歳以上の後期高齢者になった
節目の年でした。10年後には、そ
の方々が85歳以上になるわけで、
85歳になれば多くの方が診療所に

も薬局にも行けなくなる。自宅にい
ざるを得なくなるのですから、医療
職はどうしても自宅に出向かざるを
得ない。つまり、在宅医療のニーズ
が今後、更に高まることが予想され
ます。
　診療所の世界でよく議論されてい
ることの一つに、これからは診療所
の形態を変えていかなければならな
い、というテーマがあります。今後、
担い手である医師が限られていくた
め、診療所は薬局など他の専門機関
と協力していかなければならないと
いう議論です。薬局には、専門的な
知識・情報を持っている薬剤師が配
置されているのですから、高齢患者
の自宅を医師が訪問した後に、薬剤
師や訪問看護師が来てくれれば、患
者は安心して長く自宅で療養できる
環境になります。現行の一般的な処
方箋応需中心の薬局も一定の役割を
果たしていくとは考えられますが、
将来は在宅医療や多くの相談に対応
できるような、多様なニーズに対応
する薬局に変っていくことも必要な
のではないかと考えています。
　高齢者だけの世帯では、相談でき
る相手がいません。そのため不安が
募り、安心して暮らすことができな

い。しかし身近に、健康について専
門知識を持った相談相手がいれば安
心できます。今まで薬局が果たして
きた機能に加えて、そうした在宅医
療や多様な相談対応機能を果たせる
ようになれば、これからの超高齢社
会に合致した薬局になるのではない
でしょうか。時代に合わせて、薬局
がそうした変化を遂げていくこと
が、「薬局ビジョン」を更に深化さ
せていくことに繋がるのではないか
と考えています。
　三木田　これまで薬局に来てくだ
さった方も、いずれ来られなくなり
ますので、在宅医療へのシフトを更
に強化しなければならないというこ
とですね。

　三木田　近年、国は薬剤師に対し
て対物業務から対人業務への転換を
促してこられました。対人業務の質
を高める上で、残る課題についてお
考えをお聞かせください。
　宮本　ICTが普及していない頃の
薬局は、医薬品というモノを管理す
ることが重要な役割だったと思いま
す。しかし、時代が変わって情報通
信技術が進歩・普及した現在は、情
報の共有にこそ薬局の価値が認めら
れるようになりました。しかも、機
械化によって一包化も容易になって
きましたし、来年には一包化の外部
委託も可能になります。そうする
と、機械化によって得られた時間を
利用し、情報通信技術の進歩によっ
て得られた多くの情報を、処方箋を
持ってきた方に活用することが可能
になります。従って、これからの薬
局業界は、ICTの普及と機械化によ

ICTと機械化で
新たな価値創出を

「薬局ビジョン」は道半ば
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いで面対応27.3％、病院前（200床未満）11.0％、モール
型（医療ビル含む）8.5％、病院前（200～500床未満）
8.0％などと続きます。所属グループの規模別では「300薬
局以上」が最も多く82.3％、次いで「100～299薬局」
8.9％、「20～99薬局」7.2％、「6～19薬局」1.3％などと
続きます。処方箋受付回数（2025年9月実績）は平均値で
1,509.2回（中央値1,000～1,500回未満）で、区分別では
「1,000～1,500未満」24.9％、「500～1,000回未満」23.9％、
「1,500～ 2,000回未満」16.1％、「2,000～ 2,500回未満」
9.1％などと続きます。なお、今回の調査における不動在
庫とは、90日以上払い出しがない在庫を指します。報告

会員薬局5019店舗から回答
　調査は保険調剤業務を取り扱う薬局として、麻薬小売業
者免許取得かつ1年以上運営しているNPhA正会員薬局を
対象とし、医療用麻薬の応需実績と麻薬小売業者間譲渡の
運用状況等を把握する目的で行われました。調査期間は
2025年11月4日から12月5日まで。オンラインWEB方式
により1薬局1回答とし5,019薬局からの回答を集計しまし
た。回答数はNPhA正会員薬局数2万0,799薬局（2025年
11月17日現在）に対し24.1％に相当します。回答薬局の
概況は、立地形態別では診療所前が35.8％で最も多く、次

Investigation

麻薬取扱薬局の約84％で
不動在庫が発生
平均5.4品目、金額では約6.8万円に及ぶ
　日本保険薬局協会（NPhA）医療制度検討委員会はこ
のほど、「医療用麻薬の廃棄における課題と対応の現状
調査報告①」を公表しました。それによると麻薬取扱薬
局のうち83.9％が、90日以上払い出しがない不動在
庫を有し、平均5.4品目、金額では6万8,176円に達
していました。また、不動在庫金額が10万円を超え

る薬局は20.3％存在しました。未開封の不動在庫を抱
える薬局は56.5％で過半数を占め、平均2.3品目、金額
では3万6,338円でした。調査結果から、在宅訪問指
導に取り組む薬局では負担が大きいことが判明、報告
書は医薬品流通の関係者や厚生労働省等と実態を共有
し、課題解決に向けた活動に努めていくとしています。

NPhA
医療制度検討
委員会

年384回以上

年 192～384回未満

年 96～192回未満

年 48～96回未満

年 24～48回未満

年 1～24回未満

実績0回

（薬局）0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

638 （12.7%）638 （12.7%）

359 （7.2%）359 （7.2%）

753 （15.0%）753 （15.0%）

945 （18.8%）945 （18.8%）

852 （17.0%）852 （17.0%）

558 （11.1%）558 （11.1%）

903 （18.0%）903 （18.0%）

薬局における在宅訪問指導回数［個人宅＆施設］グラフ1 （N=5,008 薬局）

中央値：年48〜96回未満
平均値：年122.6 回

医療用麻薬の廃棄における医療用麻薬の廃棄における
課題と対応の現状調査報告①課題と対応の現状調査報告① 公表

10-15 アンケート91.indd   1010-15 アンケート91.indd   10 2026/02/25   18:552026/02/25   18:55



　1110　

の約45％、１回以上の実績のある3,604薬局を分母にみる
と約63％を占めました。「0回」は1,415薬局で約28％を
占め、中央値は年8.0回、平均値は34.8回でした。
　取扱麻薬品目数（規格違いも１品目としてカウント）を
尋ねました。半数以上の薬局（N＝5,013）で6品目以上の
麻薬が取り扱われていました。最も多かったのは「6～9
品目」1,013薬局（20.2％）、次いで「3～5品目」850薬局
（17.0％）、「10～14品目」777薬局（15.5％）、「1～2品目」
737薬局（14.7％）などと続きます。全体として「９品目
以下」が51.9％と過半数を占めました。一方、「0品目」は
631薬局で12.6％を占め、中央値は7.5品目、平均値は8.7
品目でした（グラフ３）。

不動在庫を抱える薬局は約84％
　麻薬の取り扱いがある薬局に90日以上払い出しがない
麻薬の品目数と金額を尋ねました。麻薬の取り扱いがある

不動在庫の麻薬の品目数と金額

書にある平均値は、各項目の幅の中央値を代表値とし、加
重平均により算出しています。N数は各設問の回答数、ク
ロス統計の要件により異なります。

年平均の在宅訪問回数は122.6回
　薬局における在宅訪問指導回数（個人宅＆施設）を尋ね
ました。実績0回から年384回以上までの7区分のなかで
最も多いのは「年48～96回未満」の945薬局（18.8％、N＝
5,008）で、「年24～48回未満」の852薬局（17.0％）、「年
96～192回未満」の753薬局（15.0％）、「年384回以上」
の638薬局（12.7％）などと続きました。「実績0回」も
903薬局（18.0％）あり、中央値は「年48～96回未満」で、
平均値は年122.6回でした（グラフ１）。
　また、「個人在宅患者」の訪問算定回数を見ると、「年
48～ 96回未満」が最も多く1,099薬局（22.0％、N＝
4,998）、次いで「年24～48回未満」の1,002薬局（20.0％）、
「年96～192回未満」の787薬局（15.7％）、「年１～24回
未満」の707薬局（14.1％）と続きます。「年192回以上」
の薬局が少なく、また、「実績0回」も993薬局（19.9％）
あり、中央値は「年48～96回未満」で、平均値は年87.6
回でした（グラフ２）。

「１～30回」の薬局が全体の約45％
　直近1年間の麻薬加算の算定実績（麻薬応需）の状況を
尋ねました。麻薬加算の算定回数として最も多かったのは
「１～5回」の795薬局（N＝5,019）、次いで「10～20回」
596薬局、「5～10回」454薬局、「20～30回」410薬局、「30
～40回」245薬局などと続き、「１～30回」の薬局が全体

在宅患者訪問薬剤管理指導料等の算定回数と
「個人在宅」訪問算定回数

麻薬加算の算定と取扱麻薬品目数

麻薬取扱薬局の約84％で
不動在庫が発生

年384回以上

年 192～384回未満

年 96～192回未満

年 48～96回未満

年 24～48回未満

年 1～24回未満

実績0回

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

0 200 400 600 800 1,000 1,200

638 （12.7%）638 （12.7%）

142 （2.8%）142 （2.8%）

268 （5.4%）268 （5.4%）

787 （15.7%）787 （15.7%）

1,099 （22.0%）1,099 （22.0%）

1,002 （20.0%）1,002 （20.0%）

707 （14.1%）707 （14.1%）

993 （19.9%）993 （19.9%）

359 （7.2%）359 （7.2%）

753 （15.0%）753 （15.0%）

945 （18.8%）945 （18.8%）

852 （17.0%）852 （17.0%）

558 （11.1%）558 （11.1%）

903 （18.0%）903 （18.0%）

（薬局）

薬局における在宅訪問指導回数［単一建物に一人患者（いわゆる個人宅）］グラフ2

取扱麻薬品目数グラフ3

中央値：年48〜96回未満
平均値：年87.6 回

（N=4,998 薬局）

（N=5,013 薬局）

（70.0%）

0回、
回答620件

（27.1%）

1～5回、
回答 240件

（1.5%）

6～10回、
回答 13件

（1.5%）

11回以上、
回答13件

30品目以上
196薬局 （3.9%）196薬局 （3.9%）25～29品目

130薬局 （2.6%）130薬局 （2.6%）
20～24品目
260薬局 （5.2%）260薬局 （5.2%）

15～19品目
419薬局 （8.4%）419薬局 （8.4%）

419 
（8.4%）

419 
（8.4%）

10～14品目
777薬局 （15.5%）777薬局 （15.5%）

6～9品目
1,013薬局 （20.2%）1,013薬局 （20.2%）

3～5品目
850薬局 （17.0%）850薬局 （17.0%）

1～2品目
737薬局 （14.7%）737薬局 （14.7%）

0品目
631薬局
（12.6%）
631薬局
（12.6%）

中央値：7.5 品目
平均値：8.7 品目

※規格違いも
　１品目としてカウント

公表
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Visiting

月に居宅介護支援事業所を
新設しました。その後、12
月に千葉県、今年 1月には
神奈川県の店舗に開設し、
現在、店舗に居宅介護支援
事業所を併設した、このタ
イプが計 3店舗あります。
　―店舗運営についての特徴があるのですか。
　渡邉　店長を中心とした運営を行っています。店長
の下に薬剤師や管理栄養士、登録販売者、そしてケア
マネジャーを配置することで、介護の重度化防止相談
とかご家族の相談など、さまざまなニーズに対応でき
ると考えました。従来より、介護事業を行っているグ
ループ会社のウエルシア介護サービスが薬局・ドラッ
グストアに事業所を併設するケースがあります。薬局

未病・予防・治療・介護を一体的に提供

　―どのような経緯で、店舗内に居宅介護支援事業
所を開設されたのでしょうか。
　渡邉　当社は、2030年を目途に「地域No.1の健康ス
テーション」実現を目指しています。そのため、一つ
の店舗で未病・予防・治療・介護全てを提供したいと
考えてきました。未病と予防に関しては化粧品やサプ
リメント、OTC医薬品等の販売、管理栄養士による
食事・栄養指導などで、その役割を果たしています。
また、治療については処方箋薬の提供や在宅訪問サー
ビスなどに取り組んできましたが、唯一、介護の提供
が実現できずにきました。そのため2年ほど前に、未病・
予防・治療・介護を一体的に提供できる店舗形態を検
討しました。その 1号店が、ここ日立本宮店で、昨年 7

　茨城県日立市にあるウエルシア日立本宮店は、調剤併設のドラッグストア
（DgS）です。昨年7月、同店の店内に居宅介護支援事業所「介護の相談窓口」
が開設されました。これにより同店は、未病・予防・治療・介護を一体的に
提供できる体制を整えました。
　「介護の相談窓口」は居宅介護支援サービスに特化、福祉用具のレンタルや
訪問介護など他の介護事業は行っていません。そのため利用者に最も適した
介護事業所を紹介することが可能となり、併せて、同店で販売している化粧
品や食品なども提案することで、利用者のQOL向上に貢献しています。

連載

訪問シリーズ

DgSに居宅介護支援事業所を開設、
身近な介護相談窓口を地域に提供
化粧品・食品など介護保険外サービスも提案、
利用者のQOL向上に貢献

日本保険薬局協会　
専務理事

柳楽 晃洋氏

聞き手

No.18 居宅介護支援サービス

ウエルシア薬局株式会社
調剤運営本部 介護事業推進部長

渡邉 幸子氏
（薬剤師、介護支援専門員）

調剤運営本部 介護事業推進部

中西 諒平氏
（薬剤師、福祉用具専門相談員）

ウエルシア日立本宮店（茨城県）

介護の相談窓口 管理者

黒澤 孝子氏
（主任介護支援専門員、介護福祉士）

渡
邉
幸
子
氏
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